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を中心とした 

一日複数回サービス 

コール 

昼間 

夜間 

対象：要介護１～５ 

定期巡回 随時対応 



2 

 

１ はじめに（地域密着型サービスの指定について） 

 

本市では、第８期宗像市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和３年度～令和５年度）

に基づき、地域密着型サービスの基盤整備を図る予定としています。 

本公募は、上記に基づき、地域密着型サービスを提供する事業所の整備を図るため実施

するものです。以下に、募集内容等を示しますので、地域密着型サービスの理念、第８期

計画の内容、その他関係法令等を十分ご理解のうえ、ご応募ください。 

 

 

 

２ 公募の対象事業について 

   

以下の内容のサービスを整備・運営する事業者を 1事業者選定します。 

公募するサービスの種類 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １カ所  

※一体型・連携型ともに可 

※夜間対応型訪問介護との同時指定可 

実施区域 圏域未指定（市内の１圏域以上を対象） 

 

３ 公募の対象者について（応募資格） 

  

法人のみです。法人種別は問いません。 

地域密着型サービス事業者については、法人でなければ指定をすることができません。  

 

 

～ 「第８期宗像市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」より抜粋 ～ 

 

■定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護 

令和２年現在、市内に事業所はありません。いずれも定期的な巡回訪問と通報による随時

対応型の訪問を行うサービスですが、地域包括ケアシステムを推進するため、市内の１圏域以

上を対象とし、１か所の整備をめざします。 

圏域 
定員数（実績） 定員数（計画値） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

未指定 ０人 ０人 ０人 ３０人 
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４ 開設までの流れ（予定） 

 

 

※応募する場合は、必ず申込意向確認書を提出してください（FAX可）。 

申込意向確認書の提出期限：令和３年９月３０日（木）１７：００まで（期限厳守） 

 

※応募書類は、必ず法人の担当者が、窓口持参にて提出してください（郵送不可）。    

応募書類の提出期限：令和３年１２月１５日（水）１７：００まで（期限厳守） 

 

 

実施時期 実施内容 

（令和３年度） 

令和３年 ８月３１日 

 

令和３年 ９月３０日 

～１７時 

 令和３年１２月１５日 

～１７時 

令和４年 １月    

 

令和４年 ２月    

 

 

 

 

令和４年 ３月    

 

 

令和４年 ３月 ～  

 

      

  

 

（令和４年度） 

令和４年度中指定・開設 

 

 

地域密着型サービス開設者説明会 

 

①  申込意向確認書の提出期限  

 

②  応募書類の提出期限  

 

③ 宗像市介護保険課による書類審査・ヒアリング 

 

④  選考委員会による審査 （プロポーザル方式） 

※応募事業者によるプレゼンテーション実施 

 

⑤ 介護保険運営協議会地域密着型サービス部会審議 

 

⑥  指定（候補）事業者決定  、決定通知、公表 

※指定（候補）事業者は市のＨＰにて公表 

 

⑦ 事業開設の準備 

 

⑧ 指定申請（指定日の３ヶ月前末日までに提出） 

 

⑨ 書類審査、現地確認 

 

⑩ 事業所指定・開設 

※指定は毎月１日が原則 
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５ 応募書類について 

 

（１） 別添の「令和３年度地域密着型サービス公募様式 定期巡回・随時対応型訪問介護

看護応募書類様式集」のとおり提出してください。 

（２） 応募提出書類は返却しません。また、この応募に関する費用（書類作成及び証明に

かかる費用負担等）については、応募事業者の負担とし、本市は一切負担しません。 

（３） 提出部数は、正本１部、副本２部の合計３部です。なお、副本は正本をそのままコ

ピーしたもので構いません（原本証明不要）。 

（４） 提出書類の体裁は、以下のようにお願いします。 

① 各書類は、証明書類など既定のものや図面等を除き

原則Ａ４版に統一 

② 提出書類一覧表の順番に並べること 

③ 項目ごとに文字表記のインデックスを付けること 

④ 提出書類は左側に穴をあけてフラットファイルに綴

じ、表紙及び背表紙に、「令和３年度地域密着型サー

ビス事業公募申込書（定期巡回・随時対応型訪問介

護看護）」と法人名を記載すること 

                   

※応募提出書類の様式データは宗像市ホームページに掲載しております 

 

 

 

 

 

６ 選考方法と結果について 

 

（１） 指定（候補）事業者の選定は、選考委員会で候補事業者を選定した後、宗像市介護

保険運営協議会地域密着型サービス部会に諮ったうえで、市長が決定します。 

（２） 選定する指定（候補）事業者は、１事業者のみとします。 

（３） 審査にあたっては、別添「評価基準」に沿って審査を行います。 

（４） 選定結果は応募された全事業者へ文書で通知します。 

（５） 審査結果によっては、指定（候補）事業者が選定されない場合があります。 

   ※指定（候補）事業者として選定された場合においても、審議の過程で、計画内容

に改善を要する事項を指摘される場合があります。この場合は、事業開始までに

必ず改善を行ってください。 

 

法
人

概
要 

計

画
概
要 

令和３年度地域密着型サービス

事業公募申込書 

（定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護） 

△△法人 

○○○会 

http://www.city.munakata.lg.jp/w025/020/20150507184031.html 

トップページ > 健康・保険・福祉・子育て > 年金・医療・介護 > 介護保険 > 事業者向け 

> 地域密着型サービス・特別養護老人ホーム開設事業者公募  

 



5 

 

７ 整備の方針（応募要件）について 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、本市介護保険事業計画に沿って、計画

的に整備を進めていく必要があることから、設置を希望している全ての事業者から事業計

画書を提出していただき、審査のうえ事業者を決定します。  

 

（１） 事業設置区域は市内の１圏域以上を対象とします。 

※圏域については「第８期日常生活圏域一覧表」にてご確認ください。 

（２） 事業所の開設については、各種法令を遵守し、原則として令和 4年度中に開設する

こととします。 

（３） 応募者について 

① 宗像市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事業の人

員、設備及び運営に関する基準を定める条例第４条（暴力団関係者の排除）の規定

に該当しないこと。 

② 介護保険法第７８条の２第４項各号の規定に該当しないこと。 

③ 法人に国税、都道府県税、市町村税の滞納がないこと。その代表者が本市市税の納

付義務者である場合、市税の滞納がないこと。また、本市市税の納税義務者でない

場合は、別添「宗像市税の納税義務者ではないことの申出書」を提出すること。 

④ 法人が運営する事業所に対し、国・県・市から指導・監査が行われた場合は、指摘

事項を改善していること。 

⑤ 介護給付費等返還金がある場合は、誠実に対応し、速やかに返還していること。 

（４） 資金計画について 

事業所整備に必要な資金の確保については関係法令等を十分に理解して資金計画を

たててください。また、自己資金の預金残高証明（１１月１日以降の直近のもの）、

借入を予定している場合は「融資予定証明」を添付してください。 

① 運転資金について 

事業所の運営収入が確保されるまでの運転資金として、年間事業費の１２分の３以

上に相当する額を確保できること。 

※年間事業費とは別添「資金収支（見込）計算書」の支出額を算定基礎とすること。

※年間事業費は１年目の収支を基礎として差し支えないが、開設前からの職員採用 

なども想定して、実際に必要な運転資金を確保できること。（通帳の写しを添付 

してください。） 

  ② 資金収支計画について 

   ア 資金収支計画については、事業開始から 3年間の計画をたてること。 

イ 同時に新設する併設事業がある場合は、すべての併設事業について、それぞれ 3

年間の資金収支計画をたてること。 
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ウ 収入や支出については、各事業者の経営方針で計画的な見込みをたてて、利用

者確保の見込みや職員の採用計画などに基づき算定すること。 

③ 補助金について 

選定された指定（候補）事業者については、県の事業開設補助金を活用可能な場合

は、開設準備経費を補助する予定であるため、選定後は本市の指示に従い補助金の

交付申請をしてください。その場合、補助内示前には整備事業に着手することはで

きないため、留意してください。 

（５）事業所の設置について 

① 土地・建物については、所有権を取得し、登記することを原則とする。 

② 事業所運営に必要な土地・建物を賃借する場合は事業開始後、10年以上の賃借が

確実であること。 

③ 土地・建物について、支障がないか等を事前に関係部署等と協議し、別添「事業

所開設予定地・建物の状況」に記載すること。 

④ 登記簿謄本を提出すること 

（６） 設備機器について 

   「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」に規定する 

オペレーション機器を備えること。 

（７） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の人員・設備・運営基準について 

「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」に適合して 

いること。 

（８） 事業所の人員について 

① 開設までに所要の人員を確保できるよう、事業所職員の採用時期や募集期間等事

業所の開設時期等について十分に検討すること。 

② 事業所職員は、事前研修の期間を考慮して採用すること。 

 

８ 禁止事項と欠格事項について 

 

以下に該当する場合は、審査を行うことなく、あるいは審査結果にかかわらず不適とし

ます。また、指定候補事業者として選考された場合であっても適用されます。 

 

①  審査等に協力しない場合（ヒアリングの欠席・追加資料提出の拒否等） 

②  提出された書類の内容に、重大な不備又は虚偽があったと認められる場合 

③  重要な事項（建設場所・施設種別・定員・資金の確保等）の変更があった場合 

④  直接または第三者を介して審査および選考の妨げとなる行為をおこなった場合 

⑤  その他市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと市長が認める場合 
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９ 応募の辞退について 

 

書類の提出期限後、指定（候補）事業者の選定前までに、やむを得ない理由等で辞退す

る場合は、辞退理由を明記のうえ、法人名・代表者名の署名、法人印の押印のある辞退届

を提出してください（様式任意）。 

※ 選定後の辞退については、本市の行政計画に大きな支障を来たすことになるため、その

影響を十分認識したうえで、確実に事業を実施できる見込みをもって応募してください。 

 

１０ 問い合わせ先・書類の提出先について 

 

ご不明な点等は、原則として FAXまたはメール（別添様式「地域密着型サービス公募に

係る質問票」）でお問い合わせください。内容によって、折り返し電話又は Q＆Aとして回

答します。 

軽微な質問については、個別に回答する場合もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 参考資料について 

 

（１） 条例等 

① 宗像市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例 （平成 25年 4月 1日施行） 

② 宗像市指定地域密着型介護予防サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事

業の人員、設備及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例 （平成 25年 4月 1日施行） 

※ その他関係法令（介護保険法、老人福祉法、社会福祉法等）を上記の省令、告示等と

併せて必ずご確認ください。 

 

 

～ 問い合わせ先・書類の提出先 ～ 

 

宗像市健康福祉部介護保険課審査指導係  担当：安川、渕上 

〒811－3492 福岡県宗像市東郷一丁目１番１号（市役所北館１階 ⑯番窓口） 

電話：0940－36－9557  FAX： 0940－36－2410 

メール：kaigo-shido@city.munakata.fukuoka.jp 
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（２） 第８期宗像市高齢者福祉計画・介護保険事業計画   

 

 

 

 

（３） その他 

① 厚生労働省ホームページ http://www.mhlw.go.jp/ 

② 独立行政法人福祉医療機構（ワムネット）ホームページ http://www.wam.go.jp/ 

③ 福岡県ホームページ http://www.pref.fukuoka.lg.jp/ 

④ 宗像市ホームページ http://www.city.munakata.lg.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.munakata.lg.jp/w025/050/20210419151040.html 

トップページ > 市政情報 > 各種計画 > 第 8 期宗像市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 
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評価基準 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
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事業所整備の評価基準（審査の着眼点） 

 

【基本項目】関係法令等に適合しているかなど、基本的な審査項目（必須要件） 

 

■ 事業所開設者（法人）に関するもの 

大項目 中項目 主眼・着眼点 

開設者（法人） 

 

介護保険法に基づく欠格

条件 

介護保険法第78条の2第 4項各号に該当しな

いこと 

本市が定める指定条件 宗像市指定地域密着型サービス基準条例第４

条（暴力団関係者の排除） 

 

法人に国税、都道府県税、市町村税の滞納がな

いこと。その代表者（法人を新設する場合は、

代表者になる予定の者）が本市市税の納税義務

者である場合、市税の滞納がないこと 

 

本市が定める指定条件に

該当していること 

法人が運営する事業所に対し、過去 5年以内に

指導・監査が行われた場合は、指摘事項を改善

していること 

介護給付費等返還金がある場合は、誠実に対応

し、速やかに返還していること 

 

 

■ 事業所整備の確実性に関するもの 

大項目 中項目 主眼・着眼点 

資金計画等 資金の確保 事業所整備の資金確保が確実であること。ま

た、運転資金は年間事業費の 12分の 3以上の

資金確保が確実であること 

 

償還計画及び収支計画 償還計画を含めた収支計画が適正であること 

 

土地・建物 開設予定地 事業所の開設予定地については、運営に支障が

無く、各種法令等に従い、原則として事業所開

設の 1月前までに竣工できる場所であること 
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土地・建物の確保 土地・建物は、自己所有又は条件付売買契約書、

条件付賃貸借契約書等で確実に確保できるこ

とが確認できること 

※賃借の場合は 10年以上の賃借が可能である

こと 

 

土地の各種法令等適合 土地は、土砂災害区域等に指定されていないな

ど、各種法令等に適合していること 

 

建物の各種法令等適合 建物は、必要な設備の有無などが建築基準法、

消防法など各種法令等に適合すること（福岡県

福祉のまちづくり条例にも適合すること） 

 

地域との関係 地域住民に対する説明 地域住民（自治会や町内会など）に対する説明

が十分になされ、理解と賛同が得られるように

していること 

 

隣接地権者に対する説明 隣接地権者に対する説明が十分になされ、理解

と賛同が得られるようにしていること 

 

その他 通信機器及びシステムの

導入 

利用者がオペレーターに随時通報できる通信

機器等が、随時対応サービスを行うために適当

な仕様、機能となっていること。また、利用者

にとって使いやすいものとなっていること 

 

 

 

■ 事業所の指定基準等に関するもの 

大項目 中項目 主眼・着眼点 

定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

 

 

指定基準等との適合 基準条例及び介護保険法等に基づく指定基準

（人員基準・設備基準・運営基準）に適合する

こと 
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【評価項目】審査において評価される項目 

 

■ 基本方針・運営方針に関するもの 

大項目 中項目 主眼・着眼点 

基本方針 応募理由 介護保険地域密着型サービス事業者の公募に

応募した理由 

 

法人の経営理念 介護保険事業を営む事業者としての経営理念 

 

事業所の基本方針 経営理念を具体化した事業所運営の基本方針 

一体型・連携型の運営方針が明確であるか 

 

運営方針 安定した事業運営に向け

た取組み 

開設予定地周辺の地域特性を踏まえ、事前の市

場調査等に基づく経営策や安定かつ継続的に

サービスを提供するための事業運営について

の基本的な考え方と具体的な取組み、それを実

現し継続するための方策 

 

利用者への情報提供・情報

公開 

利用者が必要な情報を容易に収集できるよう

な情報提供や情報公開について基本的な考え

方と具体的な取組み、それを実現し継続するた

めの方策 

 

利用者一人ひとりへのサ

ービス提供 

利用者本位の立場から、利用者一人ひとりへの

個別・具体的なサービス提供を行うための基本

的な考え方と具体的な取組み、それを実現し継

続するための方策 

 

サービスの質の向上策 利用者の立場に立ちながら、質の高いサービス

が提供し続けられるための基本的な考え方と

具体的な取組み、それを実現し継続するための

方策 

 

主治医との連携 看護サービスの提供にあたって求められる主

治医との密接な連携について基本的な考え方

と具体的な取組み、それを実現し継続するため

の方策 
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居宅介護支援事業者等と

の連携 

利用者の在宅生活を支援するため、地域での生

活全般のマネジメントを行う居宅介護支援事

業者や保健医療サービスなど他のサービスを

提供する者との密接な連携について基本的な

考え方と具体的な取組み、それを実現し継続す

るための方策 

 

地域包括支援センター等

との連携 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、「介

護・医療連携推進会議」の設置を含め、地域包

括支援センター等と密接な連携を図っていく

ための基本的な考え方と具体的な取組み、それ

を実現し継続するための方策 

 

職員の育成・職場環境 事業所で働く職員のやる気や満足度を高める

ための職場の環境づくりなど基本的な考え方

や具体的な取組み、それを実現し継続するため

の方策 

 

訪問介護看護を実現する

ための人員確保 

定期巡回・随時対応サービスを提供するため訪

問を行う介護職員・看護職員の確保について、

また、連携事業所の場合は、事業者間で十分な

連携体制を確保するための基本的な考え方と

具体的な取組み及び見通し、それを実現し継続

するための方策 

 

利用者の確保 安定した事業運営を継続していくための利用

者増に向けた基本的な考え方と具体的な取組

み及び見通し、それを実現し継続するための課

題と方策 

 

併設サービスとの一体的

な実施 

併設の訪問介護や夜間対応型訪問介護等と一

体的に実施するなど効率的に運営するための

方策 

 

利用者保護対策 利用者尊厳の保持 人権やプライバシーの保護、身体拘束廃止、お

むつはずしなど尊厳の保持について基本的な

考え方や具体的な取組み、それを実現し継続す

るための方策 

 

苦情解決の仕組み さまざまな苦情に対する解決の仕組みについ

て基本的な考え方と具体的な取組み、それを実

現し継続するための方策 
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緊急・事故発生時の対応 オペレーター対応時を含めた利用者の病状の

急変、誤嚥・転倒など事故発生時の対応及び予

防・再発防止に関する基本的な考え方と具体的

な取組み、それを実現し継続するための方策 

 

衛生管理等の対策 日常的な衛生管理から感染症や食中毒等の防

止や発生時の対応・再発防止などに関する基本

的な考え方と具体的な取組み、それを実現し継

続するための方策 

 

虐待防止対策 虐待防止や虐待対応に関する基本的な考え方

や具体的な取組み、それを実現し継続するため

の方策 

 

個人情報保護対策 個人情報保護に関する基本的な考え方や具体

的な取組み、それを実現し継続するための方策 

 

将来を見据えた方

針（地域密着型と

して） 

認知症高齢者ケア 認知症の症状の進行を緩和し、在宅において安

心して日常生活を送ることができるための取

組みなど、認知症高齢者ケアに対する基本的な

考え方や具体的な取組み、それを実現し継続す

るための方策 

 

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所としての

創意工夫や取組みの特徴 

事業所が地域に貢献していくための具体的な

取組みや、家族や地域に開かれた事業所とする

ための方策など、ソフト面における先見性・独

自性に富んだ創意工夫や考え方の特徴 

 

随時訪問の提供方法 サービス提供圏域をカバーするための随時訪

問の提供方法に関する工夫や取組み、サービス

提供困難時の対応。随時訪問を他の訪問介護事

業所や訪問看護事業所に委託で行う場合は、連

携体制や委託条件など 
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人員・設備基準等 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、厚生労働省基準省令「指定地域密着型サービス

の事業の人員、設備及び運営に関する基準」に従って、適正な運営や設備を確保する必要

があります。以下にその概要を示しますが、詳細については、本市条例及び基準省令とそ

の解釈通知等を必ず参照してください。 

 

１ 人員基準（抜粋） 

 

職種資格等必要な員数等 

職種 資格等 必要な員数等 

訪問介護員等 

定期巡回サービスを行

う訪問介護員等 介護福祉士、介護職員初任

者研修修了者、介護福祉士

実務者研修修了者等 

・交通事情、訪問頻度等を勘案し適切に

定期巡回サービスを提供するために必

要な数以上 

随時訪問サービスを行

う訪問介護員等 

・提供時間帯を通じて、随時訪問サービ

スの提供にあたる訪問介護員等が１以

上確保されるために必要な数以上 

看護職員（注１） 保健師、看護師、准看護師 

・常勤換算方法で２．５以上 

・常時オンコール体制を確保 

・看護職員のうち１人以上は、常勤の保

健師又は看護師とする 

・看護職員のうち１人以上は、提供時間

帯を通じて、当該事業所との連絡体制が

確保された者 

オペレーター 
看護師、介護福祉士等（注

２） 

・提供時間帯を通じて１以上確保される

ために必要な数以上 

・利用者の処遇に支障がない範囲で、当

該事業所の他職種及び同一敷地内の他

の事業所の他の職務への従事可能 

・オペレーターのうち１名以上は、常勤

の看護師、介護福祉士等（注２）とする 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士  
・当該事業所の実情に応じた適当数 

・配置しないことも可能 

計画作成責任者 

上記の従事者であって、看

護師、介護福祉士等（注２）

のうち、１人以上 

 

管理者  

・常勤・専従の者（当該事業所の職務や

同一敷地内にある他の事業所、施設等の

職務に従事可能） 

（注１）… 介護・看護一体型にのみ配置が必要となる職種 

（注２）… 看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士、介護支援専門員 
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２ 設備基準（抜粋） 

 

種類 内容 

事務室 

 

① 利用申込の受付、相談等に対応するのに適切なスペースを確保しているか 

② 事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室が望ましいが、

間仕切りする等他の事業の用に供するものと明確に区分される場合は、他

の事業と同一の事務所であっても差し支えない。 

機器 ① 利用者が円滑に通報し、迅速な対応を受けることができるか 

② 利用者の心身の状況等の情報を蓄積し、通報を受けた際に瞬時にそれらの

情報が把握できるシステムとなっているか 

※１… オペレーションセンター」の設置は設備基準としては求めず、地域を巡回しながら適切に随時のコールに対応

する形態も可能 

※２… 利用者がコールを行う、オペレーターがコールを受ける際の機器は、一般に流通している通信機器等の活用が

可能 

 

 


